
〔文化庁〕 
 
事業名 若手映画作家等の育成 
 
１． 創設年度：平成 16 年度 
２． 平成 28 年度予算額：１．６億円 
３． 事業概要 

 日本映画を振興するため、映画製作や実践的な実習等を通じ、我が国の

映画界を担う新たな人材を育成する。〈委託費〉 
４． 選定理由 

オ（その他公開の場で外部の視点による検証を行うことが有効と判断され

るもの） 
本事業は、文化芸術の振興に関する基本的な方針等に基づき、若手の映

画作家や映画製作に関わる技術者等の育成を支援しているが、事業開始か

ら約 10 年が経過し、更に良い事業とするため外部からの意見も取り入れ

るなど、検討を行う必要があると考えられるため。 
 

５． 想定される論点 
・支援の効果について 
・人材育成に係る国の関与の在り方について 
・平成 29 年度以降の事業の在り方について 
・アウトプット・アウトカムは適切に設定されているか 

 
※成果指標（平成 27年度） 

 研修後の映画製作関連業務への従事者数が研修者数の半数を超えることが目

標であり、映画製作現場における各職種の実地研修者数に占める研修後の従事

者数の割合を目標値とする。 

 



「日本映画の振興」施策概要

事業の概要

実践的な人材育成のため、学生に実際の製作現場で可能な限り各職種の製作に関する全過程を経験し、プロ

フェッショナルな作品製作を自ら体感することにより、将来必要となる知識・技術等を学び考えてもらうことを目指す。

＜職種：製作、演出、シナリオ、撮影、照明、録音、美術、スクリプター、編集、ポストプロダクション＞

【事業の実施図】

事業の実施状況（過去５年間の推移）

映画関係団体等の人材育成事業 （平成27年度予算額 41百万円）
平成28年度予算額 41百万円

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

応募 ２０５人 １７３人 １６３人 １８７人 １５２人

参加 １５１人 １４３人 １３６人 １３１人 １０８人

３０校 ４３校 ４７校 ４１校 ３２校

５４社 ５１社 ４２社 ４１社 ３９社

６６作品 ６１作品 ５４作品 ５５作品 ４８作品

年度

推薦学校数

受入社数

作品数

学生数



【 趣 旨 】
優れた若手映画作家の発掘と育成を行い、日本映画の活性化を目指す。

【 事業内容 】
本格的な映画製作に必要な技術・知識の習得機会（ワークショップ）を設け

るとともに、実際の短編映画作品の制作を通して実践する場を与える。また、
制作した作品の発表機会を提供することで、若手映画作家の育成を支援する。

【 予 算 】
平成28年度予算額 120百万円（平成27年度予算額 120百万円）
（映画制作本数は5本、制作予算は各20百万円）

【 募 集 】
参加作家は各団体・企業が推薦を行うこととする。

短編映画作品製作による若手映画作家の育成

【 事業実施の流れ 】

支援

事業方針の審議

参加作家の審議

作家を推薦

文化庁

作家推薦団体

【事務局】
＜平成27年度受託団体＞

NPO法人映像産業振興機構
（VIPO）

＜ワークショップ＞

＜制作実地研修＞

検討委員会
選定委員会

WSチーム 制作団体

制作団体 制作団体

制作団体

＜合評上映会＞

若手映画作家

①参加作家の公募
※応募は、関係各団体・企業等が推薦

（平成２７年度 ７６名／４２団体）

⑤制作実地研修の実施
②ワークショップ参加作家の決定
（平成２７年度 １５名）

⑥合評上映会の実施③ワークショップの実施

④制作実地研修作家
（平成２７年度 ４名）
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委員等旅費等

0.1
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160.8

単位当たり
コスト

算出根拠 単位 24年度 25年度 26年度 27年度見込

映画製作現場における各職種の実地研修者数一人当
たりに対する若手映画作家等の育成事業実績額

単位当たり
コスト 百万円 1.1 1.1 1.1 1.1

計算式 　　/ (171百万円/158人) (171百万円/151人) (161百万円/146人) (168百万円/152人)

平成２７年度行政事業レビューシート 文部科学省

執行額

170.7 170.7 160.7 161.1 161

170 160.6

執行率（％） 100% 100% 100%

平成１６年度
事業終了

（予定）年度
終了予定なし

0.1

文化芸術振興委託費

活動実績

活動指標

％

翌年度へ繰越し -

計

費　目

160.7

クールジャパン、知的財産主要政策・施策

- 151

計 161.1 161

平
成
2
7
・
2
8
年
度
予
算
内
訳

（
単
位
：
百
万
円

）

27年度当初予算 28年度要求 主な増減理由

映画制作現場における各職種の実地研修者数

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

諸謝金 0.1

158 151 146

- - - -

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
文化芸術振興基本法 第9条

関係する計画、
通知等

文化芸術の振興に関する基本的な方針（第4次基本方針）
（平成27年5月22日閣議決定）

これからの日本映画の振興について（提言）（平成15年4月）

実施方法

▲ 0

予算額・
執行額

（単位:百万円）

24年度 25年度 26年度

-

-

169.9

予備費等

28年度要求

予算
の状
況

当初予算 170.7

その他の事項経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

日本映画の創造活動を活性化させ、多様で優れた作品の生産を継続し得る、製作と上映、保存を含めた創造サイクルの確立を目指すとともに、映画製作
を目指す者に技術や知識、興味を持たせ、次代を担う人材を育成する。

前年度から繰越し - -

事業番号

若手映画作家等の育成 担当部局庁 文化庁 作成責任者

事業開始年度

委託・請負

担当課室 文化部芸術文化課 芸術文化課長　加藤　敬

事業名

会計区分 一般会計 政策・施策名
　12　　文化による心豊かな社会の実現
　12-1　芸術文化の振興

主要経費

27年度

-

-

研修後の映画製作関連業
務への従事率（研修後の従
事者数／実地研修者数）。
※平成25年度より調査開始

-

66.2

27年度活動見込

83.6％-

人

成果実績

目標値

-

単位

132.4％

24年度 25年度 26年度

26年度成果指標 単位

％

-

補正予算

事業概要
（5行程度以内。
別添可）

若手映画作家に本格的な映画製作に必要な技術・知識の習得の機会を設けるとともに、実際の短編映画作品の製作を通して実践する場を与える。また、
学生に実際の製作現場で可能な限り製作・演出・シナリオ・撮影・照明・録音など各職種の全過程を経験し、プロフェッショナルな作品製作を自ら体感するこ
とにより、将来必要となる知識・技術等を学び考える機会を与える。

目標最終年度

- -

161.1 161

-

24年度 25年度

-

研修後の映画製作関連業
務への従事者数が研修者
数の半数を超えることを成
果目標とする。 達成度 ％

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙１】に記載

当初見込み

人

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標

チェック



事業所管部局による点検・改善

・委託先の選定は、競争性を確保するため、公募による企
画競争により実施しており、応募案件について、外部有識
者等で構成する選定委員会により複数の項目を５段階で
評価し、上位の点数を獲得した者を委託者に決定してい
る。

国
費
投
入
の
必
要
性

外部有識者の所見

改善の
方向性

引き続き、必要に応じて現地調査を通じて業務の実施確認を行うなど、適切な経費の使途把握及び事業の実施に努める。

400平成22年度

平成25年度

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

452

366

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

平成23年度

現
状
通
り

375

受益者との負担関係は妥当であるか。

‐
関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○

○資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

・知的財産推進計画においても、若手映画作家等の育成
が定められている。

・委託先において、相見積もり等を積極的とる等、コスト削
減・効率化に努めている。
・資金の流れについては、予算計画書の基づいて支出を
行っているため、合理的に予算執行している。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

関連する過去のレビューシートの事業番号

本事業は、文化芸術の振興に関する基本的な方針等に基づき、若手の映画作家や映画製作に関わる技術者等の育成を図ることができた。ま
た業務実施にあたっては、経費の使途を把握するとともに支出実績を確認し、使用状況や事業目的との整合性、適正性の確保を図っている。
また、必要に応じて実際の実施状況の確認や現地調査を行う等により、実施内容、活動実績の把握に努めている。

現
状
通
り

点
検
・
改
善
結
果

備考

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

行政事業レビュー推進チームの所見

１．事業評価の観点：本事業は、次代の日本映画界を担う人材の育成と普及等を目的に、若手映画作家の育成や映画関係団体の人材育成支援
等を実施する委託事業であり、契約・執行手続き等の観点から検証を行った。

２．所見：これまでも一定の見直しを行っており，現段階では特に改善を要する指摘はないが、必要に応じて現地調査を通じて業務の実施確認を
行うなど、適切な経費の使途把握及び事業の実施に努めるという自己点検の改善の方向性を踏まえ、引き続き、計画に基づいた適切な予算執
行に努めることとする。

－

平成26年度

外部有識者による点検対象外

点検結果

361

平成24年度

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果的
あるいは低コストで実施できているか。

○

○

‐

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか ‐

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

評　価項　　目

・事業は公募を行った上で、有識者を含めた会議におい
て、事業目的達成に効果的であると判断される企画を選定
し、経費を査定した上で実施しており、効果的かつコストを
抑えた事業実施ができている。

○

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

・国は映画を始めとしたメディア芸術の振興を図るため必
要な施策を講ずることが責務であると、文化芸術振興基本
法において定められている。
・映画製作団体等との連携を図りながら、我が国の映画界
を担う新たな人材の育成に取り組めるのは国以外にはな
い。

○

○

○

【公募要領】
映画スタッフ育成事業：http://www.bunka.go.jp/geijutsu_bunka/03tanpeneiga/27eigastaff_ikusei.html
若手映画作家等育成事業：http://www.bunka.go.jp/geijutsu_bunka/03tanpeneiga/27eigasakka_ikusei.html

‐

関
連
事
業

評価に関する説明

‐

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか ○
・各事業とも、実施内容、活動実績の把握に努めており、い
づれも採択時の見込みに見合ったものになっている。

・受託先からの事業計画書の提出において、事業を効率
的に行うにあたり、要綱に基づき費目・使途を限定してい
る。

事業名所管府省・部局名 事業番号

‐



※平成26年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

　　なお、金額は単位未満四捨五入して記載していることから、合計が一致しない場合がある。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

文化庁
160百万円 諸謝金 0.05百万円 を含む

【公募・委託】

A:特定非営利法人映
像産業振興機構

120百万円

短編映画作品支援に
よる若手映画作家の
育成事業の実施

【再委託】

B:民間会社

全5機関
75百万円

短編映画作品の製作
実地研修の実施

【公募・委託】

Ｃ:協同組合日本映画
撮影監督協会

40百万円

映画関係団体等の人
材育成事業の実施



計 0 計 0

2

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載

D. H.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 40 計 0

人件費 事務員 9

諸謝金 諸謝金 1

その他 消耗品、通信運搬費等 1

一般管理費

C.協同組合日本映画撮影監督協会 G. 

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

役務 現場研修費、印刷費等 27

計 15 計 0

消耗品費 美術・衣装等 1

一般管理費 1

1その他 旅費・通信運搬費等

人件費 プロデューサー費 1

計 120 計 0

借損料 機材等 4

雑役務 俳優・スタッフ・編集等 7

B.株式会社角川大映スタジオ F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

役務 フィルム現像費、記録費等 20

国内旅費 2

その他 保険料、消耗品等 2

旅費

諸謝金 会場出席謝金等 3

人件費 事務員 10

金　額
(百万円）

外部委託 製作実地研修

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

A.特定非営利法人映像産業振興機構 E.
金　額

(百万円）
費　目 使　途費　目 使　途

75

一般管理費 4

借損料 会場借料等 4

チェック



支出先上位１０者リスト
A.

B

C

9

10

7

8

5

6

3

4

1 協同組合日本映画撮影監督協会 映画関係団体等の人材育成事業の実施 40 企画競争 -

2

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

10

8

9

6

7

4 株式会社ダブ 短編映画作品の製作実地研修の実施 15 － －

5 フィルムメイカーズ株式会社 短編映画作品の製作実地研修の実施 15 － －

3 株式会社ジャンゴフィルム 短編映画作品の製作実地研修の実施 15 － －

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 株式会社角川大映スタジオ 短編映画作品の製作実地研修の実施 15 － －

2 株式会社シネムーブ 短編映画作品の製作実地研修の実施 15 － －

8

9

10

5

2

6

7

4

3

1
特定非営利法人
映像産業振興機構

短編映画作品支援による若手映画作家の育成事業の実施 120 企画競争

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率



１２－１「芸術文化の振興」の施策マップ
施策の実施理由 活動内容 効果 目標

【トップレベルの舞台芸術創造事業】など

【新進芸術家の海外研修】など

【劇場・音楽堂等活性化事業】など

【文化芸術による地域活性化・国際発信推
進事業】など

（施策の概要）

優れた芸術文化への支援、
新進芸術家の人材育成、
子供の芸術文化体験活動、
地域における芸術文化活
動の推進等を通じて、我
が国の芸術文化活動水準
の向上をはかるとともに、
国民全体が、芸術文化活
動に参加できる環境を整
備する

（達成目標２）

我が国の芸術文化の将来
を担う、世界に通用する優
れた新進芸術家等を輩出

（達成目標４）

地域の住民が質の高い芸
術文化活動に触れられる
環境を形成する

（達成目標３）

子供たちが優れた芸術文
化に触れることにより、豊
かな感性や創造性を育む

文化芸術を創造し、
支える人材を充実さ
せることにより、文化
芸術立国を実現する

教育等を通じた能力・
個性を発揮するため
の基盤強化及び社会
を生き抜く力としての
豊かな心を育成する

文化芸術に対する効
果的な支援や文化芸
術の振興、観光・産業
振興等への活用によ
り、文化芸術立国を
実現する

文化芸術立国を目指
し、芸術文化水準の
向上の成果を広く国
民が享受できる環境
の整備、我が国文化
芸術の永続的な継
承・発展、および文化
芸術の地域振興、観
光・産業振興等への
活用を実現するため。

文化芸術立国を目指
し、文化芸術の振興
に取り組む様々な主
体と適切に連携し、文
化芸術の担い手の育
成に取り組むため。

生涯にわたる学習の
基盤となる「自ら学び、
考え、行動する力」を
確実にし、社会を生き
抜く力、とりわけ豊か
な心の育成を図るた
め。

我が国の文化芸術の水準向上の牽引力と
なるトップレベルの芸術団体の活動に対す
る支援や芸術文化振興に係る課題解決に
資する取組等を実施する。

新進芸術家やその活動を支える人材等に
対して、海外研修や公演・展示等の実践的
な研修機会を提供するとともに、顕彰制度
等を通じた活動の奨励を図り、我が国の芸
術文化の創造発信を担い、国際的に活躍
する人材の育成を推進する。

地域の核となる文化芸術拠点において、
優れた文化芸術が創造され、国内外に発
信されるよう、その活動への支援を充実す
る。

地方公共団体が行う、地域の文化資源等
を活用した計画的な文化芸術活動や、全
国津々浦々で文化事業を実施するための
文化施策推進体制の構築を支援する。

子供たちに対し、一流の文化芸術団体や
芸術家による室の高い文化芸術を鑑賞・
体験する機会を義務教育期間中に2回以
上提供するとともに、実技指導やワーク
ショップ等を実施する。

【文化芸術による子供の育成事業】など

（達成目標１）

国内の芸術家等による、
優れた芸術文化活動のた
めの環境醸成
























